
貸  　借  　対  　照 　 表
 　（２０２４年３月３１日現在）

（単位：千円）

金　　　額 金　　　額

流動資産 569,719 流動負債 26,415

現金及び預金 115,047 未払費用 543

売掛金 33,239 未払金 9,301

貯蔵品 686 未払消費税等 4,562

前払費用 715 未払法人税等 6,747

短期貸付金 420,000 預り金 1,279

未収入金 31 賞与引当金 3,916

前受収益 66

固定資産 966,502

有形固定資産 108,022

建　物 39,741 固定負債 13,333

構築物 11,985 退職給付引当金 6,466

機械・装置 52,504 役員退職慰労引当金 3,762

車両運搬具 580 その他負債 3,104

工具・器具・備品 3,210

無形固定資産 6,783 39,748

ソフトウエア 6,423

電話加入権 360 株主資本 1,496,472

投資その他の資産 851,695 資本金 500,000

保証金 5,089 利益剰余金 996,472

長期貸付金 830,000 　　その他利益剰余金その他利益剰余金 996,472

繰延税金資産 16,562 　　　別途積立金   別途積立金 460,000

その他投資 43 　　　繰越利益剰余金   繰越利益剰余金 536,472

1,496,472

1,536,222 1,536,222

（注)千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。

純 資 産 合 計

資　 産　 合　 計 負債及び純資産合計

科　　　　目 科　　　　目
（資産の部） （負債の部）

負 債 合 計

（純資産の部）



　　（単位：千円）

　 科　　　　　　   目

売上高 254,318

売上原価 168,846

売上総利益 85,472

販売費及び一般管理費 62,453

営業利益 23,019

営業外収益

受取利息 6,242

雑収入 1,551 7,793

営業外費用

雑損失 248 248

経常利益 30,564

特別利益

移転補償金 6,986 6,986

特別損失

固定資産除却損 160 160

税引前当期純利益 37,389

法人税、住民税及び事業税 8,958

法人税等調整額 3,268 12,226

当期純利益 25,163
（注)千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。

損   益   計   算   書
２０２３年　４月　１日から

２０２４年　３月３１日まで

金　　　　　　　額



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記事項

一 資産の評価基準及び評価方法

(1)たな卸資産の評価方法及び評価基準

貯蔵品

二 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定額法を採用しております。

(2)無形固定資産

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間を５年とする定額法によっております。

三 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

(2)賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

(3)退職給付引当金

(4)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上しております。

四 収益及び費用の計上基準

２.貸借対照表に関する注記

一 有形固定資産の減価償却累計額 1,796,365千円

　　なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

二 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 440,947千円
長期金銭債権 830,000千円
短期金銭債務 635千円

３.損益計算書に関する注記

関係会社との取引高 営業取引による取引高

売上高 116,766千円
売上原価 27,915千円
その他の営業取引高 10,312千円

営業取引以外の取引による取引高
営業外収益 6,241千円

４.株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の種類及び総数

株式の種類 前年度末 当年度 当年度 年度末
の株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） の株式数（株）

普通株式 1,000,000 - - 1,000,000

個 別 注 記 表

最終仕入原価法によっております。
なお、貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によっております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

従業員の退職給付の支給に備えるため、当期末における退職給付債務の見込み額に基づき計上
しております。

　セメント出荷等、サービスの提供に係る収益は、契約上の条件が履行された時点をもって履
行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

　セメントサイロの設備料金に係る収益は、契約期間に基づいて収受すべき月当りの賃貸およ
び保守料を基礎として、その経過期間に対応する収益を計上しております。



５.金融商品に関する注記

一 金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

二 金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額 時価 差額

①現金及び預金 115,047 115,047 -
②売掛金 33,239 33,239 -
③短期貸付金 420,000 417,698 (2,301)
④長期貸付金 830,000 807,814 (22,185)
⑤未払金 (9,301) (9,301) -
⑥未払消費税等 (4,562) (4,562) -
⑦未払法人税等 (6,747) (6,747) -

(注1)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

①現金及び預金、及び②売掛金

③短期貸付金、及び④長期貸付金
　

⑤未払金、⑥未払消費税等、及び⑦未払法人税等

(注2)金銭債権の決算日後の償還予定額

１年以内 １年超

現金及び預金 115,047 － 
売掛金 33,239 － 
短期貸付金 420,000 － 
長期貸付金 － 830,000

６.税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

退職給付引当金 1,980 千円
減価償却費超過額 11,401
資産除去債務 950
賞与引当金 1,365
未払事業税 836
役員退職慰労引当金 1,152
その他 50
繰延税金資産小計 17,736

評価性引当額 △ 1,173
繰延税金資産合計 16,562

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっています。

当社では、回収可能性を反映した元利金の受取見込額を、国債の利回り等適切な指標に信用ス
プレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっています。

（単位：千円）

当社は、資金運用については、安全性の高い金融資産で運用しております。また、借入金はあ
りません。

営業債権である売掛金は、当社設立の経緯から、そのほとんどが当社のステークホルダー及び
その子会社が取引先となり、成り立っております。当社の経理規程に従い、取引先ごとの期日
管理及び残高管理を行うとともに、月次の資金計画を作成しております。また、当社のステー
クホルダーの子会社に対し、貸付を行っております。
営業債務である未払金及び買掛金は、そのほとんどが一ヶ月以内の支払期日です。

令和6年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりです。

（単位：千円）






